
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

◆ガイドラインの内容・目的 

２月８日に厚生労働省より公表された本ガイドラ

インでは、①家政婦・家政夫（家事使用人）を雇用す

る雇用主（家庭）、②家事使用人、③家政婦（夫）紹

介所（事業者として、家事使用人と雇用主との間の労

働契約をあっせんする機関）を対象に、家事使用人の

労働契約の条件の明確化・適正化、適正な就業環境の

確保などについて必要な事項を示しています。 

個人宅に出向き、家庭と直接労働契約を結び、その

指示のもと家事一般に従事する家事使用人は、労働契

約法の適用は受けますが、労働基準法が適用除外です。

独立行政法人労働政策研究・研修機構「家事使用人の

実態把握のためのアンケート調査」（2023年９月公表）

で、業務内容や就業時間などが不明確であるため契約

をめぐるトラブルが発生する、また、就業中のケガに

対する補償が十分ではないなどの問題が一部にある

ことがわかったことから、家事使用人に働きやすい環

境の確保がなされるよう、本ガイドラインが策定され

ました。 

 

◆労働条件の明確化 

「雇用主の情報」「就業場所」「労働契約の期間」

「試用期間」「業務の内容」「就業時間・休憩時間」

「報酬等」「退職に関する事項」「休日・休暇」とい

った条件について明確にすること、また、口頭で伝え

るだけでなく、書面もしくは電子メールなどで明示す

ることを求めています。 

 

◆労働契約の条件の適正化 

雇用主が、報酬や就業時間、労働契約の期間などを

適正な水準に設定することを求めています。例えば、

報酬については、仕事の難易度や家事使用人の能力な

どを考慮し、最低賃金を下回るような低い水準となっ

ていないかを確認し、家事使用人と話し合った上で、

適切な水準となるようにすることとしています。 

 

◆適正な就業環境の確保 

家事使用人の就業日ごとの始業・終業時刻を確認し

て、記録し、お互いに確かめ、就業時間を適正に管理

することなどを求めています。 

 

◆保険の加入状況の確認 

雇用主に、家事使用人または家政婦（夫）紹介所に

対して、①損害保険加入の有無、②災害補償保険（労

災保険の特別加入を含む）加入の有無を事前に確認し

ておくことなどを求めています。 

 

【厚生労働省「「家事使用人の雇用ガイドライン」を策

定しました」】 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_37762.html 

 

 

 
 
厚生労働省は１月 26 日、令和５年 10 月末時点の

外国人雇用についての届出状況の取りまとめを公表

しました。 

国内で働く外国人は昨年 10 月末時点で前年と比べ

12.4％増えて、204 万 8,675 人に上り、平成 25 年か

ら 11 年連続で過去最多を更新しました。外国人労働

者の増加率はコロナ禍前の水準にまで回復していま

す。また、比較可能な平成 20 年以降、200 万人を超

えるのは初めてです。 

「家事使用人の雇用ガイドライン」が

策定されました 

外国人労働者数が初の 200 万人超え 

～厚生労働省のまとめより 
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◆外国人労働者数は過去最高を更新 

外国人労働者数は 204 万 8,675 人で、前年比で 22

万 5,950 人増加し、届出が義務化された平成 19 年以

降、過去最高を更新しました。対前年増加率は

12.4％と、前年の 5.5％から 6.9 ポイント上昇してい

ます。 

 

◆外国人を雇用する事業所数も過去最高を更新 

外国人を雇用する事業所数は 31 万 8,775 所で、前

年比 1 万 9,985 所増加し、届出の義務化以降、こち

らも過去最高を更新しています。対前年増加率は

6.7％と、前年の 4.8％から 1.9 ポイントの上昇でし

た。 

 

◆国籍別では、ベトナムが昨年同様に最多 

国籍別では、ベトナムが最も多く 51 万 8,364 人

で、外国人労働者数全体の 25.3％を占めています。

次いで中国 39 万 7,918 人（全体の 19.4％）、フィリ

ピン 22 万 6,846 人（全体の 11.1％）の順となってい

ます。 

対前年増加率が高かったのは、インドネシア

（56.0％増）、次いでミャンマー（49.9％増）、ネパ

ール（23.2％増）の順となっています。 

 

◆在留資格別では、「専門的・技術的分野の在留資

格」が前年比最多の増加率 

在留資格別では、「専門的・技術的分野の在留資

格」が対前年増加率として最も大きく 59 万 5,904 人

で、前年比 11 万 5,955 人（24.2％）の増加、次いで

「技能実習」が 41 万 2,501 人で、前年比６万 9,247

人（20.2％）増加、「資格外活動」が 35 万 2,581 人

で、前年比２万 1,671 人（6.5%）の増加でした。 

 

【厚生労働省「「外国人雇用状況」の届出状況まとめ

（令和５年 10 月末時点）」】 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_37084.html 

 

 

 
 

◆建設工事における下請取引等の実態を調査 

 国土交通省では、毎年、建設工事における下請取

引等の実態調査を行い、下請代金の決定方法や工期

の設定、技能労働者への賃金支払状況等の項目にお

ける建設業法令違反行為の有無を調べ、違反行為を

行っている建設業者に対して指導を実施していま

す。１月 31日に公表された令和５年度調査では、

9,136業者が集計対象となっています。 

 

◆約９割が建設技能労働者の賃金を引上げ 

 令和５年度調査結果によると、賃金水準を引き上げ

た、あるいは引き上げる予定があると回答した建設業

者は 89.6％と、昨年度の 84.2％よりアップしました。

賃金水準を引き上げた理由としては、「周りの実勢価

格が上がっており、引き上げなければ必要な労働者が

確保できないため」が 55.9％で最多となっています。

引き上げないと回答した理由としては、「経営の先行

きが不透明で引き上げに踏み切れない」が 46.2％で最

多となっています。 

 

◆見積書の項目に問題のある例も 

 一方、下請負人に対し、法定福利費の内訳を明示し

た見積書の交付を働きかけている元請負人は 69.3％、

労務費の内訳を明示した見積書の交付を働きかけて

いる元請負人は 65.2％にとどまりました。また、元請

負人に対し、法定福利費の内訳を明示した見積書を交

付している下請負人は 77.6％、労務費の内訳を明示し

た見積書を交付している下請負人は 68.3％でした。 

 調査の結果、建設業法に基づく指導を行う必要が

あると認められた建設業者には指導票が送付され、

指導が行われます。また、必要に応じて立入検査等

も実施されます。【国土交通省「令和５年度下請取引等

実態調査の実施について」】 

https://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/1_6_bt_

000190.html 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

約９割が建設技能労働者の賃金を引上 

～令和５年度下請取引等実態調査より 

人事労務に関する手続き・ご相談・お問い合わせは… 

チコ労務管理事務所 
    連絡先：〒130－0014  東京都墨田区亀沢 4-19-3 

電話 ： 03-3625-2927  ＦＡＸ ： 03-6751-8185 

         


